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A. 研究目的 
（１）背景 

宮城県においては、がんに関する知識の
啓発から、事後管理まで一貫した検診体系
で行っており、「宮城方式」と称されている
（図 1）。専門の医師による各種がん検診の
対策委員会及び診断委員会を組織し、検診
方式及び診断方法等を検討するとともに、

症例検討会等を行い、診断技術の向上に努
めている。事務局は宮城県対がん協会に置
かれ、肺がんは宮城県結核予防会と共同で
事務局が設置され、実施されている 1)。 

 平成 28 年（2016 年）のがん登録推進法
（以下、「法」という。）の施行に伴い、精度
の高いがん登録情報とがん検診受診者名簿
との照合が可能となったことから、宮城県
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初年度である令和 3年度は、モデル事業を立ち上げ、5市町において実施した。

すべての自治体でがん登録情報を利用し、精度管理については、1 市が肺がん検
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ーにおいて精度指標を算出した。照合結果の検診団体への提供は来年度実施する

予定であり、各検診団体において精度の向上に取り組んでいただく予定である。

また、がん登録情報の集計結果については、5市町に提供を行ったところであり、

来年度以降、活用していただく予定である。モデル事業を全県に普及させるため

の課題の抽出についても、来年度実施する予定である。 
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対がん協会、宮城県結核予防会、宮城県、東
北大学の関係者と意見交換を重ねてきた。
当初、従来、宮城県において実施されてきた
スタイルと同じように、検診団体と東北大
学の研究者による研究ベースでの精度管理
の実現を模索した。しかし、法第 21 条によ
る利用の場合、本人同意が必須であるが、同
意が得られない場合には、同意者だけのデ
ータを使っての精度管理となる。このよう
な方法で実施された精度管理の結果は、バ
イアスが生じる可能性があり、妥当性に懸
念があることから、検診団体や研究者によ
る実施は困難であると判断した。その後、全
県的な実施の方法として、法第 18 条に基づ
く県による利用とし、宮城県生活習慣病検
診管理指導協議会に設置された各がん部会
（胃、大腸、肺、子宮、乳房）と生活習慣病
登録・評価部会が協力することにより、集
計・解析を行う新しいモデルを考案し、平成
30 年（2018 年）12 月、宮城県担当課（保健
福祉部健康推進課）に提案した。また、検診
団体、各がん部会の先生方にも説明を行い、
協力を要請し、賛同を得た。これを受け、各
がん部会の会議において、委員から県に対
して実施を求める発言が行われた。 

しかし、①がん検診は市町村の事業であ
り、②がん検診の精度管理は県が行うこと
が法律上明記されていない、③そのような
中で、県が市町村からがん検診の受診者名
簿の提供を受け、がん登録情報と照合し、精
度管理を行うことは、個人情報保護条例上
問題があり、県庁内でこれ以上話を進める
ことは難しい、との見解が示され、全県的な
仕組みづくりについては、いったん頓挫し
た。 

一方、がん登録推進法では、市町村による
利用（法第 19 条）が可能である。また、法

第 46 条第 4 項では、「市町村は、第 19 条第
1 項及び第 21 条第 2 項の規定により提供を
受けた全国がん登録情報、都道府県がん情
報等を活用して、その行うがん検診の質の
向上その他のがん対策の充実に努めるもの
とする。」と明記されている。そこで、市町
村による利用の推進について、宮城県担当
課と協議を重ねた。 

宮城県では、平成 30 年（2018 年）3 月に
第 3 期がん対策推進計画を策定し、市町村
へのがん登録情報の提供を強化しようとし
ていたところであった。そこで、法第 19 条
による利用について、全市町村に案内を行
うとともに、平成 31 年（2019 年）から宮城
県が新しく立ち上げた「保健所がん対策推
進事業実施要綱」に基づき、保健所が行う市
町村支援事業に、宮城県立がんセンターが
協力し、市町村別のがん登録情報の集計結
果の提供を開始するとともに、法第 19 条の
利用についても重ねて案内を行った。 

この市町村への利用の呼びかけに応えて、
法第 19 条に基づきがん登録情報を利用す
る、あるいは、がん登録情報を利用して精度
管理を行おうとする市町村は現れなかった。
しかし、市町村別のがん登録情報の集計結
果の提供を受けた市町村の担当者の意見を
聴くと、市町村の関心が高いことが判明し
た。 

このような経過を踏まえ、宮城県担当課
から、宮城県立がんセンターにおいて、市町
村によるがん登録情報の利用を支援する有
料の事業を立ち上げ、がん検診の精度管理
についても、この支援事業の中で実現して
はどうかというアイデアが提案された。こ
れを受け、宮城県立がんセンターで案を作
成し、宮城県担当課、宮城県対がん協会及び
宮城県結核予防会と協議を重ねた。その結
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果、まずは、無料のモデル事業を立ち上げ、
試行をしつつ、全県的ながん検診の精度管
理の実現を模索することになった。 

 

1)公益財団法人宮城県対がん協会ホームペ
ージ（https://miyagi-taigan.or.jp/busine 
ss/kenshin.html） 

 

（２）目的 

本研究では、以上のような経緯を踏まえ、
がん検診の実施主体である市町村が、専門
機関である宮城県立がんセンターの支援を
受け、法第 19 条に基づくがん情報の提供を
受け、精度管理を実施するというモデル事
業を実施し、その成果を踏まえて、全県的な
体制に発展させ、がん登録情報を活用した
がん検診の精度管理と受診勧奨を行う新し
い「宮城方式」の確立に資することを目的と
した。 
 
B. 研究方法 
（１）モデル事業の開始 
 宮城県内の市町村を対象としてモデル事
業を行うこととした。令和３年度は、モデル
事業を開始し、目標となる自治体数を設定
して参加を募集し、実施することとした。 
 
（２）精度指標の算出 

モデル事業において、がん検診の精度管
理を行う自治体にあっては、がん検診の受
診者名簿とがん登録情報との照合を宮城県
がん登録室で行い、宮城県立がんセンター
がその照合結果の提供を受け、集計作業を
行い、精度指標の算出を行った。なお、宮城
県では、検診団体自身において、精密検査の
結果、つまり、受診者のがん情報を収集して
いることから、照合においては、この検診団

体が保有するがん情報も利用して実施した。 
 

（３）検診団体における照合結果の活用 
 モデル事業において、がん検診の精度管
理を行う自治体にあっては、がん検診の受
診者名簿とがん登録情報との照合結果を検
診受託者に提供し、受託者において、精度の
向上に役立てる取り組みが必要となる。そ
のため、精度管理は、当該自治体のがん検診
事業の一部、つまり、当該自治体と検診受託
者との委託契約の一環として、照合結果を
精度向上のために活用してもらうこととし、
その取り組みの結果について、宮城県立が
んセンターが情報提供を受けることとした。 
 
（４）精度管理専門委員会の設置 
 精度指標の算出においては、感度、特異
度、偽陰性率などの定義が重要となる。ま
た、その算出結果を評価し、照合結果を活用
した精度管理を行うため、当該市町村や検
診団体に対する助言・指導も重要となる。そ
のため、がん検診及びがん検診の精度管理
に詳しい専門家の協力を得て、宮城県立が
んセンターにがん検診精度管理専門委員会
を設置し、意見を聴きながら精度管理の支
援を行うこととした。 
 
（５）がん登録情報の集計結果の活用 

モデル事業においては、がん検診の精度
管理だけではなく、がん登録情報のがん対
策への活用も目的としており、匿名化情報
を利用して集計・分析した結果を当該市町
村に提供し、がん検診の受診勧奨や当該市
町村のがん対策に活用されることを期待し
ている。そのため、提供された情報が受診勧
奨にどのように活用されたのか、市町村の
がん対策にどのように活用されたのかにつ
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いて情報を収集することとした。 

 

（６）全県的な普及のための課題整理 
 宮城県では、最終的には、全県的ながん検
診の精度管理と受診勧奨へのがん登録情報
の活用を可能とする新しい「宮城方式」の確
立を目指している。そのため、モデル事業の
実施を通して、全県的な普及を進めていく
上での課題を抽出し、その解決方法を検討
する必要がある。 

 市町村によるがん登録情報の利用（法第
19 条）の場合、宮城県立がんンセンターに
設置された窓口組織（宮城県がん登録室）に
おいて、申請の手続きを経て、県に設置され
た宮城県がん登録情報利用等審議会の宮城
県がん登録情報利用等審査部会（以下、「審
議部会」という。）の審査を受ける必要があ
る。全県的に実施するとした場合、35 市町
村になるため、申請者のみならず、窓口組織
や県庁における負担や課題の解決が必要に
なる。 

また、利用申請が承認された後、がん検診
の受診者名簿とがん登録情報との照合は、
都道府県がん登録室の業務である。そのた
め、全県的に実施するとした場合、35 市町
村に及ぶ照合をどのように行うのかの問題
が発生する。 

そこで、本年度は、実際に法第 19 条の申
請を通して、申請者としての課題の整理を
行うとともに、窓口組織である宮城県がん
登録室と宮城県担当課の双方に意見聴取を
行うこととした。 

 
（倫理面への配慮） 

 本研究のモデル事業においては、がん登
録推進法の規定に基づくがん登録情報の利
用について、市町村からの委託を受けて実

施するものであり、そのモデル事業で得ら
れた結果・経験・ノウハウを研究対象として
いる。がん登録情報の利用に際しては、法の
定めに従い、県の審議部会の審査を受ける
ことになっている。また、審査部会で承認さ
れ、実際に情報の提供を受けた者に対して
は、秘密保持等の義務が課せられており（法
第 30 条～第 34 条、第 36 条～第 38 条）、違
反した場合の罰則も定められている（法第
52 条、第 54 条、第 56 条～第 60 条）。さら
に、利用に際しては、国が定めたガイドライ
ンである安全管理措置 2)を講じることとな
っている。 

また、市町村から委託を受ける際には、契
約書、仕様書及び市町村が定めた個人情報
特記事項を遵守することが求められる。そ
のため、本研究に従事する者は、法律、ガイ
ドライン、委託契約書等を遵守し、情報を取
り扱うことになる。 

なお、このモデル事業は、法律に基づく市
町村のがん登録情報の活用とがん検診の精
度管理を支援するものである。「人を対象と
する生命科学・医学系研究に関する倫理指
針ガイダンス（令和 3 年 4 月 16 日）」3)の 6

ページには、地方公共団体が地域において
行う保健事業（検診、好ましい生活習慣の普
及等）に関しては、「データ等の一部又は全
部を関係者・関係機関間で共有して検討す
ることは、保健事業の一環とみなすことが
でき、『研究』に該当しないものと判断して
よい」と明示されている。 

 

2) 全 国 が ん 登 録 利 用 者の 安 全 管 理 措 置
（ https://ganjoho.jp/med_pro/cancer_c
ontrol/can_reg/national/prefecture/pdf/
security_guide_ncr_datause_manual_2nd
_ed.pdf） 
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3)人を対象とする生命科学・医学系研究に

関する倫理指針ガイダンス（https://ww 
w.mhlw.go.jp/content/000769923.pdf） 

 
C. 研究結果 
（１）モデル事業の開始 
 法第 19 条に基づく市町村の利用を進め
るため、何が課題になっているのかを整理
したところ、①申請手続きの煩雑さ、②デー
タの安全管理、③集計・分析のスキルの 3 点
において支障があることが判明した。そこ
で、これらの課題を支援することで、事業化
することが可能と判断し、令和 3 年 4 月、
「宮城県立がんセンター市町村がん登録情
報活用支援事業実施要綱」を策定し、施行し
た（資料 1）。この要綱に基づき、事業計画
を定め、初年度の令和 3 年度は、無償のモ
デル事業として実施することとし、対象を
5 市町村と定めた。モデル事業のスキーム
は図 2 のとおりである。4 月 27 日、県内全
市町村に対して案内を行うとともに、宮城
県立がんセンターのホームページに案内を
掲載した 4)。希望のある自治体に対しては、
訪問し、説明を行った（資料 2）。 

最終的に、2 市 3 町と委託契約を締結し、
事業を実施することとなった。このうち、1
市 3 町では、がん登録情報の集計・分析だ
けを行うこととなり、1 市では、がん登録情
報の集計・分析に加え、肺がん検診の精度管
理を行うこととなった。 

がん登録情報の利用申請については、委
託契約後となり、10 月 1 件、11 月 3 件、12
月 1 件となったことから、実際のデータ提
供を受けたのは 1 月 1 件、3 月 4 件となり、
年度末ギリギリでの集計・分析作業となっ
た。 

なお、各市町村におけるモデル事業の実
施状況については、表 1 のとおりである。 

 
4)市町村を対象としたがん登録情報活用

支援事業（宮城県立がんセンター）
（https://www.miyagi-pho.jp/mcc/ke 

nkyu/katsudou/ekigaku-yobou/sup 
port/index.html） 

 
（２）精度指標の算出 
 がん検診の精度管理については、1 自治
体のみの実施となった。法第 19 条に基づく
申請が遅れたことに伴い、実際に照合結果
の提供を受けたのが 3 月と、年度末ギリギ
リでの作業となった。急ぎ集計した結果を
示す（資料 3）。今後、検診団体による照合
結果の確認等を踏まえて、最終的な結果を
とりまとめる予定である。 

一方、実際にがん登録情報を照合してみ
たところ、次のようなことが判明した。 

 
① がん登録情報の対象年 

今回照合を行った対象の最終年は 2018
年であったが、これと照合したがん登録情
報は 2018 年の 12 月 31 日までの情報であ
った。がん情報について、検診団体が把握し
ているがん情報とがん登録情報を比較した
ところ、検診団体が把握しているものの、が
ん登録には登録されていなかったがん情報
があることが確認された（資料 3 の 1 ペー
ジ 1(1)①の表）。これは、がん登録情報では、
年明けに診断された症例や、届出が翌年に
なったために届出漏れになった症例があっ
たためと推測された。そのため、検診受診者
の名簿とがん登録情報とを照合する場合、
がん登録情報は、少なくともがん検診を受
けた年の翌年の年末までの情報と照合する
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ことが望ましいと考えられた。 
がん登録では、届出漏れの症例や、死亡者

情報票によって初めてがんと把握される症
例がある。集計を行い、報告書としてとりま
とめを行った年以降であっても、罹患数の
増減があり得る。そのため、どの時点で、が
ん検診受診者名簿とがん登録情報の照合を
行うのがよいのかについては、不明なとこ
ろがある。今後、この当たりについても定量
的なデータが示される必要があると考えら
れた。 

 
② 検診団体が把握しているがん情報 

 宮城県では、検診団体自身において、精密
検査の結果（受診者のがん情報）を収集して
いるが、前述のとおり、直近の情報について
は、がん登録の届出漏れをカバーできる可
能性がある。照合を行う場合には、がん登録
情報だけではなく、検診団体が把握してい
るがん情報を含めて照合することが望まし
いと考えられた。 

 

③ 結果を全県的に扱う場の欠如 

肺がん検診の精度指標の結果については、
急ぎ集計した結果であったが、図 2 に示す
ように、宮城県生活習慣病検診管理指導協
議会への報告を行うべく、宮城県に打診し
た。宮城県担当課からは、国が示す「事業評
価のためのチェックリスト」5)には、項目と
して含まれていないことから、報告は不要
との回答であった。 

一方、宮城県では、生活習慣病検診管理指
導協議会とは別に、宮城県肺がん対策協議
会が設置されている（宮城県対がん協会と
宮城県結核予防会が共同設置）。同協議会は、
肺がん検診における宮城方式を担ってきた
組織でもあり、モデル事業の開始に先立ち、

がん登録情報を活用した精度管理を進める
予定であり、協力をお願いした経緯もある
ことから、本年度、モデル事業を開始し、1
自治体で精度指標を算出した旨を口頭で報
告した。詳細な結果については、次回の会議
で、報告する予定である。 

しかし、現在、モデル事業を実施したとし
ても、肺がん以外については、宮城県内の関
係者に報告する場がなく、関係者と情報を
共有し、検討を行える状況にはない。今後の
課題である。 
 

5) 事業評価のためのチェックリスト（平
成 28 年 3 月 31 日厚生労働省健康局が
ん・疾病対策課事務連絡別添）（https:// 
ganjoho.jp/med_pro/cancer_control/s 
creening/check_list.html） 

 
（３）検診団体における照合結果の活用 
 照合結果を受けたのが 3 月と年度末ギリ
ギリとなってしまい、先に精度指標の算出
を急いだため、検診団体に対する照合結果
の提供は、来年度に持ち越しとなった。 
 なお、照合結果の利用は、がん検診受診者
名簿に対して、合致した個人のがん情報を
利用することになるため、非匿名化情報の
利用に該当する。そのため、がん登録推進法
の規定を遵守することはもちろんのこと、
国が示している安全管理措を遵守し、取り
扱うことが求められる。今回のモデル事業
においては、肺がん検診事業を受託してい
る宮城県結核予防会に加え、同会から喀痰
検査を受託している宮城県対がん協会をが
ん登録情報の利用者に加え、法第 19 条の利
用申請を行った。初年度の今年度は、照合結
果を適正に利用するため、利用環境を整備
する必要があり、専用の部屋の確保、データ
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を扱うための PC 及びデータを保管する施
錠可能なキャビネットを設置した。来年度
は、これらを適切に利用して、精度管理を進
める予定であり、精度向上に向けた取り組
みについても情報取集する予定である。 
 
（４）精度管理専門委員会の設置 
 今年度は、肺がん検診の精度管理を 1 市
で実施することになった。委託契約を締結
後、宮城県立がんセンター市町村がん登録
情報活用支援事業実施要綱第 5 条の規定に
基づきがん検診精度管理専門委員会を設置
し、まずは、精度管理を実施する肺がんにつ
いて、委員の委嘱を行った（資料 4）。県へ
の利用申請後の令和 4 年 1 月、第 1 回の会
議を開催し、精度指標等について検討を行
った（資料 5）。照合結果の提供を受け、集
計作業及び精度指標の算出が終了した後、
第 2 回の会議を開催し（新型コロナウイル
ス感染症の流行に伴い書面審議に変更）、結
果についての検討を行った（資料 6）。集計
結果に対する感想、質問、疑義が示されたほ
か、集計の仕方についてもアドバイスが寄
せられた。来年度、確認や修正などの対応を
行う予定である。 
 
（５）がん登録情報の集計結果の活用 
 今年度は、委託を受けた 5 市町すべてで
がん登録情報の集計・分析結果を提供した。
宮城県で毎年発行しているリーフレット
「宮城県のがん罹患」の市町村版を作成し、
提供した（資料 7）。また、当方で提案した
集計表の案をもとに、各市町村と打合せを
行い、市町村毎に詳細な集計表を作成し、そ
の結果を提供した。来年度は、実際にどのよ
うに活用されたのか情報収集を行う予定で
ある。 

 
（６）全県的な普及のための課題整理 

今回、法第 19 条の申請について、5 市町
の 5 件について申請手続きが行われた。申
請自体、10 月 1 件、11 月 3 件、12 月 1 件
と遅れ、実際のデータ提供も 1 月 1 件、3 月
4 件と遅れたため、窓口組織である宮城県
がん登録室と宮城県担当課の双方に意見聴
取は実現出来ず、来年度に持ち越しとなっ
た。 

なお、委託を受けてモデル事業を実施し、
申請した立場からすると、いくつか課題が
挙げられる。一点目は、委託契約の煩雑さで
ある。今回、5 自治体を対象にモデル事業を
行ったが、委託契約については、ひな型が自
治体にあるのであればそれに倣い、ひな型
がないのであれば、宮城県立がんセンター
が宮城県から宮城県がん登録管理事業の委
託を受けている委託契約書を参考として、
契約書案を作成し、提示した。各自治体内で
の検討を経て、最終的には、契約書の体裁や
進み具合に違いが現れた。宮城県内には 35
市町村あることから、全県的に普及するた
めには、35 市町村との委託契約を締結する
必要があり、相当程度の時間と手間を要す
ることが予想される。今後、解決しなければ
ならない課題である。契約事務を処理でき
る事務職員の配置、統一的な契約書の導入
などが解決策として挙げられる。 

また、申請手続きについても同様である。
35 市町村それぞれで審査を行うとした場合、
現在の宮城県での申請件数の 3 倍以上に相
当する。申請手続きを簡略化することは、申
請者、審査側の双方において、重要と考えら
れる。今回のモデル事業では、5 市町すべて
の申請について、委託を受けた受託者が申
請者であり、同一であった。そのため、ひと
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つの申請として一括して審査を受けること
が出来れば、双方にとって大きなメリット
となる。一括申請・一括審査が難しい場合に
は、審査部会の会議への書類の提示の仕方
に工夫を凝らすことも考えられる。来年度、
その実現性について、窓口組織、宮城県担当
課と協議したいと考えている。 

2 点目は、個人情報保護条例である。法第
19 条の申請手続きについては、昨年度まで
実例がなかったことから、宮城県担当課と
確認をしながら進めたが、宮城県担当課か
らは、法第 21 条の申請においては、倫理審
査委員会の審査を受け、その結果を添付す
ることが必須であるが、法第 19 条の利用で
は、そのような審査を受ける機会がないこ
とについての懸念が示された。そして、法第
18 条に基づく宮城県の利用においては、個
人情報保護条例に基づき、県の審議会の意
見を聴いて実施していることから、市町村
においても、個人の特定が可能な非匿名化
情報の利用に当たっては、個人情報保護条
例上、適正な利用であることがわかる書類
を添付するよう指示があった（令和 3 年 3
月）。しかし、法第 19 条の規定に基づくが
ん登録情報の利用について、市町村が各自
治体の審議会の審査を受けようとした場合、
この利用自体は、がん登録推進法の上では、
法的に認められた利用であることから、諮
問の対象とならない可能性がある。その場
合、答申書などの書類を得ることが出来ず、
添付することが出来ないことが予想された。
そこで、このような場合の書類について、ど
うすればよいか、様式の明示などの対応を
宮城県担当課に求めた。しかし、個人情報保
護条例上、適正な利用であることがわかる
書類を添付することについては、そもそも
法に規定がないこと、また、実際に県の審査

部会で審議を経なければ適正なものを示す
ことは出来ないということで、様式の明示
は行われなかった。代わりに、決裁を受けた
起案文書と決裁権限が適切であることがわ
かる例規の写しをもって判断するという説
明があった（令和 3 年 6 月）。 

そこで、今年度、肺がん検診の精度管理の
実施を希望する自治体に連絡し、対応を進
めてもらうこととした。当該自治体におい
て、個人情報保護条例の担当課に相談した
ところ、当該自治体では、個人情報保護条例
の審査を受ける事案には当たらないという
見解が得られた。そのため、本モデル事業を
委託し、がん登録情報を利用することにつ
いての決裁の手続きを進めていただき、そ
の際に個人情報保護条例に関する担当課長
の合議を受けて、決裁を受け、その起案文書
の写しと決裁権限がわかる例規を添付書類
とし、宮城県担当課に確認を求めた。しか
し、この書類だけでは判断が難しいという
ことになった。最終的には、宮城県の担当者
が当該自治体の担当者に電話で確認をとり、
ようやく申請する目処がたった（令和 3 年
9 月）。その後、実際に委託契約を締結し、
さらに、当該自治体、検診団体と打合せを行
い、申請を行うことが出来た（令和 3 年 12
月）。 
 
D. 考察 
（１）モデル事業 

今回、モデル事業に対して、初年度である
にもかかわらず、5 自治体の参加が得られ
たことは非常に大きな成果であったと考え
られる。しかし、がん検診の精度管理につい
ては、1 自治体にとどまった。 

法第 46 条第 4 項では、市町村はがん情報
等を活用して、「がん検診の質の向上その他
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のがん対策の充実に努めるものとする」と
明記されている。しかし、義務的な規定では
ないため、実施する必要はないと認識され
ている可能性は否めない。 

現在、がん検診の精度管理については、プ
ロセス指標による評価にとどまっているが、
全国がん登録が開始され、すでに 5 年を経
過しており、がん登録情報を活用できる状
況に至っている。がん登録推進法の趣旨を
踏まえれば、「がん予防重点健康教育及びが
ん検診実施のための指針」6)及び「事業評価
のためのチェックリスト」について、がん登
録情報を活用した照合を行い、感度、特異
度、偽陰性率などの精度指標を算出し、評価
することを、市町村の義務として明確化す
る、あるいは、市町村による精度管理を都道
府県が支援することを義務として明確化す
る、などの対応が必要と考えられる。今後、
検討が進み、早急に実現することを強く期
待したい。 

また、感度や特異度は、必ずしも 100％に
はならないことを考慮すると、がん検診の
精度管理の必要性・重要性もさることなが
ら、その結果の解釈について、住民の理解を
深めていく必要がある。そのためには、精度
指標の結果の公開のあり方に関する検討に
加え、情報のリテラシーの向上も重要な課
題である。そのためには、がん検診の実施主
体である市町村のみならず、都道府県、都道
府県がん登録室、検診団体等が協力しなが
ら、精度管理を安定的かつ恒常的に進めら
れる環境づくりが重要と考えられる。 

今後、これらに関する取り組みについて
も情報収集を進め、先進的な取り組みがあ
れば、是非、モデル事業においても実施を検
討したい。 
 

6)がん予防重点健康教育及びがん検診実
施のための指針（健発第 0331058 号平
成 20 年 3 月 31 日厚生労働省健康局長
通知別添）（https://www.mhlw.go.jp 
/stf/seisakunitsuite/bunya/000005949 
0.html） 

 
（２）精度指標の算出と精度管理専門委員会 

今回、精度管理専門委員会を設置し、精度
指標等について検討を行ってから精度指標
の算出を行ったことで、データ提供からわ
ずか 1～2 週間という限られた時間の中で
はあったが、精度指標の算出を円滑に実施
することが出来た。委員会等の設置により、
専門家の支援を受けられる体制づくりは、
精度管理を円滑に進める上で大変重要であ
り、今後、精度管理を実施する他県において
も、参考になるものと考えられた。 

なお、来年度は、検診団体における照合結
果の活用が行われる予定であり、その評価、
助言、指導についても検討いただく予定で
ある。 

 
（３）検診団体における照合結果の活用 

照合結果の提供を受けたのが 3 月と年度
末ギリギリとなってしまい、検診団体に対
する照合結果の提供は、来年度に持ち越し
となった。来年度、実施状況を確認し、具体
的なノウハウを得たいと考えている。 

 
（４）がん登録情報の集計結果の活用 
 今年度はリーフレットと詳細な集計結果
の提供を行ったが、実際の活用は来年度以
降になる。来年度、活用状況について情報を
収集する予定である。 
 なお、今年度、委託を受けた 5 市町に対
して結果を説明した際、各自治体の担当者
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からは、他の自治体がどのように活用した
のか知りたいとの意見が寄せられた。各自
治体の活用状況について、情報収集を行う
とともに、その結果を共有し、さらに可能で
あれば、情報交換ができる場や仕組みを設
けることを検討したいと考えている。 
 
（５）全県的な普及のための課題整理 

窓口組織である宮城県がん登録室と宮城
県担当課の双方に意見聴取については、来
年度実施する予定である。 

また、モデル事業を全県的に普及するた
めには、35 市町村との委託契約を締結する
必要がある。申請手続きについても同様で
ある。今後、解決しなければならない課題に
ついては、今後、抽出を行い、解決策を検討
していく必要がある。 

なお、宮城県においては、がん検診の精度
管理を行うためには、法第 19 条の利用が個
人情報保護条例上、適切なものであること
がわかる書類を添付する必要があり、各自
治体がクリアしなければならない課題であ
る。 
 
E. 結論 

初年度である令和 3 年度は、モデル事業
を立ち上げ、5 市町において実施した。すべ
ての自治体でがん登録情報を利用し、精度
管理については、1 市が肺がん検診を対象に
実施した。受託者である宮城県立がんセン
ターに専門家からなるがん検診精度管理専
門委員会を設置し、その意見を聴きながら、
宮城県立がんセンターにおいて精度指標を
算出した。照合結果の検診団体への提供は
来年度実施する予定であり、各検診団体に
おいて精度の向上に取り組んでいたく予定
である。また、がん登録情報の集計結果につ

いては、5 市町に提供を行ったところであり、
来年度以降、活用していただく予定である。
モデル事業を全県に普及させるための課題
の抽出についても、来年度実施する予定で
ある。 

また、今回の申請を通して判明した課題
がある。本研究班においては、各モデル地域
で実施された成果をもとに、全国へ普及さ
せることを目的としている。そのため、モデ
ル地域で確認された課題については、情報
が共有され、その解決が図られることが重
要である。本研究班で得られた知見につい
ては、例えば、「全国がん登録 情報提供マニ
ュアル」7)や「自治体担当者のためのがん検
診精度管理マニュアル」8)などの既存のマニ
ュアルに反映されること、あるいは、新規の
マニュアルなどに取りまとめられることを
期待したい。 
 
7)全国がん登録 情報提供マニュアル第 2

版（平成 30 年 9 月厚生労働省・国立研究
開発法人国立がん研究センター）（https: 
//ganjoho.jp/data/reg_stat/cancer_reg/n 
ational/prefecture/ncr_datause_manual_ 
2nd_ed.pdf） 

8)自治体担当者のためのがん検診精度管理
マニュアル第 2 版（平成 30 年 3 月国立研
究開発法人国立がん研究センターがん対策
情報センター）（https://ganjoho.jp/med_ 
pro/cancer_control/screening/screening_m 
anual.html） 

 
Ｆ．健康危険情報 

本研究では人体から採取された試料や個
人情報に関連する情報等は用いない。 
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G. 研究発表 
1. 論文発表 
なし 
 
2. 学会発表 
1) 佐藤洋子、金村政輝：がん登録情報を活

用したがん対策の推進（第 4 報）：市町
村のがん登録情報．第 80 回日本公衆衛
生学会総会，千葉，2021.12 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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Ⅱ. 厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 


